
東京都若年がん患者等生殖機能温存治療費助成金交付要綱 

 

令和３年９月９日 ３福保医政第９９９号 

改正 令和 4 年１１月１６日 ４福保医政第１２０６号 

改正 令和６年１２月２０日 ６保医医政第１２７０号 

 

第１ 目的 

  この要綱は、東京都若年がん患者生殖機能温存治療費助成事業実施要綱（令和３年９月

１日付３福保医政第９９９号。以下「実施要綱」という。）に基づく、東京都若年がん患

者生殖機能温存治療費助成金の交付に際し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２ 助成の範囲 

 この要綱による助成の対象となる費用は次の各号に掲げる治療等に際して発生する費

用とする。 

なお、治療等の一環として精子を精巣等から採取するための手術を伴う場合、その術式

は精巣内精子生検採取法（TESE）、精巣上体内精子吸引採取法（MESA）、経皮的精巣上

体内精子吸引採取上（PESA）又は精巣内精子吸引採取法（TESA）に限る。 

１ 原疾患の治療に際して行われる、精子、卵子若しくは卵巣組織を採取し凍結保存する

までの一連の医療行為、又は卵子を採取し受精させ、胚（受精卵）を凍結保存するまで

の一連の医療行為 

２ １の医療行為により凍結した精子、卵子、卵巣組織又は胚（受精卵）の凍結保存を継

続する行為 

３ １の医療行為により凍結した精子又は卵子を融解し、患者の配偶者（婚姻の届け出を

していないが、事実上の婚姻関係と同様の事情にあるものを含む。以下同じ。）の卵子

又は精子と受精させ、生じた胚（受精卵）を患者本人又はその配偶者の子宮に移植し妊

娠の確認を行うまでの一連の医療行為 

４ １の医療行為により凍結した胚（受精卵）を患者本人又はその配偶者の子宮に移植し

妊娠の確認を行うまでの一連の医療行為 

５ １の医療行為により凍結した卵巣組織を患者本人に再移植する医療行為 

６ ５の医療行為の後に実施する患者本人及びその配偶者の精子又は卵子を採取し受精

させ、生じた胚（受精卵）を患者の子宮に移植し妊娠の確認を行うまでの一連の医療行

為 

 

第３ 対象者 

 この要綱による助成の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次の各号に掲げる

要件を全て満たす者とする。 



なお、第６号に掲げる要件については、第２に掲げる治療等のうち、第１号、第２号

及び第５号に掲げる治療等を受ける場合にのみ、第８号に掲げる要件については、第２

に掲げる治療等のうち、第１号（胚（受精卵）の凍結保存のみ）、第３号、第４号及び

第６号に掲げる治療等を受ける場合にのみ、第９号に掲げる要件については、第２に掲

げる治療等のうち、第３号、第４号及び第６号に掲げる治療等を受ける場合にのみ具備

する必要があるものとする。 

夫、妻の両者が第 1 号から第 8 号までを満たし、ともに第２に掲げる治療等のうち、

第１号に掲げる治療等を受けた後に、第２に掲げる治療等のうち、第３号、第４号及び

第６号に掲げる治療等を受けた場合、夫婦の一方のみに別表３の区分のいずれかで助成

を行うこととし、それぞれが別に助成を受けることは認められない。 

１ 患者本人（第２に掲げる治療等のうち、第 3 号、第 4 号に掲げる治療等を受ける場

合であって、患者本人が男性であるときは、その配偶者）の年齢が満４３歳未満である

こと。 

２ 東京都の区域内に住所を有すること。 

３ 助成を受けようとする治療等について、患者本人及びその配偶者が、治療期間を同じ

くして他の法令等の規定により、国又は地方公共団体の負担による医療に関する給付

を受けていないこと。 

４ 原疾患に対する治療として以下のいずれかの治療を受けたこと。 

（１）「小児、思春期・若年がん患者の妊孕性温存に関する診療ガイドライン（日本癌治

療学会）」の妊孕性低下リスクに分類された治療のうち、高・中間・低リスクの  

治療 

（２）長期間の治療によって卵巣予備能の低下が想定されるがん疾患（乳がん（ホルモン

療法）等） 

（３）造血幹細胞移植が実施される非がん疾患（再生不良性貧血、遺伝性骨髄不全症候群

（ファンコニ貧血等）、原発性免疫不全症候群、先天代謝異常症、サラセミア、  

鎌状赤血球症、慢性活動性ＥＢウイルス感染症等） 

（４）アルキル化剤が投与される非がん疾患（全身性エリテマトーデス、ループス腎炎、

多発性筋炎・皮膚筋炎、ベーチェット病等） 

５ 実施要綱第３に定める指定医療機関（他の道府県の知事が小児・ＡＹＡ世代のがん患

者等の妊孕性温存療法研究促進事業実施要綱（令和３年３月２３日健発０３２３第６

号厚生労働省健康局長通知）に基づき指定した医療機関を含む。以下「指定医療機関」

という。）において治療等を受けたこと。 

  なお、令和４年３月３１日以前に東京都特定不妊治療費助成事業実施要綱（令和３年

３月３１日２福保子家第２０８２号）第 3 条第 5 号に定める東京都知事（以下「知事」

という。）があらかじめ指定する医療機関（他の道府県又は指定都市（地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市をいう。）若しくは中核市



（同法第２５２条の２２第１項の中核市をいう。）の知事又は市長が、特定不妊治療を

実施するのに適当であると認め指定した医療機関を含む）において温存治療を行い、令

和４年４月１日以降、その検体を用いて妊娠のための治療を行った場合は助成の対象

とする。 

６ 指定医療機関の生殖医療を専門とする医師及び原疾患担当医師により、温存治療等

に伴う影響について評価を行い、生命予後に与える影響が許容されると認められるこ

と。ただし、子宮摘出が必要な場合等本人が妊娠できないことが想定される場合を除く。 

また、原疾患の治療前に温存治療等を行うことを基本とするが、治療中及び治療後で

あっても医学的な必要性がある場合は対象とする。 

７ 治療等を受けること及び厚生労働省が実施する「小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊

孕性温存療法研究促進事業」に基づく研究への臨床情報等の提供に同意すること。 

ただし、対象者が未成年である場合にあっては、親権者又は未成年後見人による同意

があること。 

８ 配偶者と婚姻の届出をしていること（事実上婚姻関係と同様の事情にある者として

知事が別に定める要件を満たしている場合を含む。）。 

９ 第２に掲げる治療等のうち、第３号、第４号及び第６号に掲げる治療等以外の治療法

によっては妊娠の見込みがないか又は極めて少ないと医師に診断されたこと。 

 

第４ 対象となる費用 

助成対象となる費用は、第２に掲げる治療等に要した医療保険適用外費用とする。た

だし、入院室料（差額ベッド代等）、食事療養費、文書料等の治療に直接関係のない費

用は対象外とする。また、医師の判断に基づき、やむを得ず治療を中止した場合（卵胞

が発育しない等により卵子採取以前に中止した場合を除く。）の費用は含む。 

主たる治療を医療保険適用で実施している場合は、先進医療等における自己負担部分

は対象外とする。 

 

第５ 助成の内容 

 知事は、対象者が医療機関に支払った経費について、別表に定める額の範囲内で当該対

象者に対し助成する。 

 ただし、対象者１人につき別表に定める回数又は期間を限度として助成する。 

 

第６ 申請 

この要綱による助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、知事が別に

定める場合を除き、第２に掲げる治療等の種類により、以下の規定に従って、知事に申

請しなければならない。 

１ 第２に掲げる治療等のうち第１号及び第５号に掲げる治療 



申請者は、温存治療終了後、助成を受けようとする温存療法に係る費用の支払日の属

する年度内に若年がん患者等生殖機能温存治療費助成申請書（生殖機能温存治療分）

（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して、知事に申請しなければならない。た

だし、温存治療を実施後、期間をおかずに原疾患の治療を開始する必要がある等のやむ

を得ない事情により、当該年度内の申請が困難であった場合には、翌年度に申請するこ

とができる。 

なお、（３）に掲げる書類については、第２に掲げる治療等のうち胚（受精卵）の

凍結保存に係る経費について助成を受けようとする場合のみ、添付するものとする。 

 （１）若年がん患者等生殖機能温存治療実施証明書（生殖機能温存治療分）（別記第２－

１号様式） 

 （２）若年がん患者等生殖機能温存治療受診等証明書（生殖機能温存治療分）（別記第３

号様式） 

（３）婚姻の届出をしている夫婦であること及び婚姻の日を証明する書類（事実上婚姻

関係と同様の事情にある者にあっては、他に法律上の配偶者がいないことを証明す

る書類、事実婚の関係にあること及び事実婚または婚姻関係が継続している間に限

り胚を凍結保存することに同意することを記載した書類） 

（４）住民票の写しその他住所を確認できる書類 

（５）その他知事が必要と認める書類 

２ 第２に掲げる治療等のうち第３号、第 4 号及び第６号に掲げる治療 

申請者は、一の連続する妊娠のための治療終了後、助成を受けようとする妊娠のた

めの治療に係る費用の支払日の属する年度内に若年がん患者生殖機能温存治療費助成

申請書（妊娠のための治療分）（別記第４号様式）に次に掲げる書類を添付して、知

事に申請しなければならない。ただし、やむを得ない事情により、当該年度内の申請

が困難であった場合には、翌年度に申請することができる。 

なお、（２）に掲げる書類については、精子を精巣等から採取するための手術に要

する経費について助成を受けようとする場合のみ、（３）に掲げる書類については、

第２に掲げる治療等のうち第３号、第４号及び第６号に掲げる治療について助成を受

けようとする場合のみ、それぞれ添付するものとする。 

  （１）若年がん患者生殖機能温存治療実施証明書（妊娠のための治療分）（別記第５－１

号様式） 

（２）精巣内精子生検採取法等受診証明書（別記第 6 号様式） 

   

（３）婚姻の届出をしている夫婦であること及び婚姻の日を証明する書類（事実上婚

姻関係と同様の事情にある者にあっては、他に法律上の配偶者がいないことを証明

する書類、事実婚の関係にあること及び治療の結果、出生した子について認知を行

う意向があることを記載した書類） 



（４）住民票の写しその他住所を確認できる書類 

（５）その他知事が必要と認める書類 

３ 第２に掲げる治療等のうち第２号に掲げる治療 

申請者は、初回の凍結保存期間終了後、助成を受けようとする凍結保存の維持に係

る費用の支払日の属する年度内に若年がん患者生殖機能温存治療費助成申請書（凍結

更新分）（別記第７号様式）に次に掲げる書類を添付して、知事に申請しなければな

らない。ただし、やむを得ない事情により、当該年度内の申請が困難であった場合に

は、翌年度に申請することができる。 

なお、初回の凍結保存を除く凍結保存の維持に係る費用の支払日が令和３年４月１

日から令和７年３月３１日の場合は、令和８年３月３１日までに知事に申請すること

とする。 

（１）若年がん患者生殖機能温存治療受診等証明書（凍結更新分）（別記第８号様式） 

（２）住民票の写しその他住所を確認できる書類 

（３）その他知事が必要と認める書類 

 

第７ 審査及び結果の通知 

     知事は、第６の規定による申請があったときは、その内容を審査し、結果を申請者に通

知するものとする。 

 

第８ 助成金の支払 

 知事は、第７の規定による審査の結果、助成することを決定した場合は、速やかに助成

する額を申請者に支払うものとする。 

 

第９ 助成決定の取消し 

 １ 知事は、申請者が次のいずれかに該当した場合は、助成決定の全部又は一部を取り消

すものとする。 

 （１）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき 

 （２）支払後に過誤額が確認されたとき 

 （３）助成決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき 

２ 知事は、前項の規定により取消しをしたときは、速やかに申請者宛てに通知する。 

 

第１０ 助成金の返還 

１ 知事は、第９の規定により助成決定を取り消した場合において、申請者の当該取消し

に係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ず

るものとする。 

２ 知事は、申請者に交付すべき助成金の額を確定した場合において、既にその額を超え



る助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

第１１ 違約加算金 

１ 知事は、第９第の規定による取消しを行った場合において、申請者に対し、本助成金

の受領の日から納付の日までの日数に応じ、返還すべき額（その一部を納付した場合に

おけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年 １０．９５パーセン

トの割合を乗じて計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を請求するもの

とする。 

２ 申請者は、前項の規定による違約加算金の請求を受けたときは、知事が指定する期限 

までにこれを納付しなければならない。 

 

第１２ 延滞金 

     申請者は、第９の規定により助成決定の全部又は一部を取り消され、助成金の返還を命

ぜられ命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌

日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で

計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

第１３ 事業の委託 

 知事は、この要綱に基づく事務の一部を適切な実施が期待できる団体等に委託するこ

とができる。 

 

第１４ 実施細目 

 知事は、この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関して必要な細目を定めること

ができる。 

 

    附 則 

 この要綱は、公布の日から施行し、令和３年４月１日以降に開始した治療等について適用

する。  

 

附 則 

 この要綱は、公布の日から施行し、令和４年４月１日以降に開始した治療等について適用

する。 

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

 



別表１（第５関係） 

助成上限額及び助成上限回数（第２に掲げる治療等のうち第１号に関する助成） 

凍結組織 上限額 上限回数 

精子 

（手術を伴う場合） 

５万円 

（３５万円） 
申請者１人当たり２回 

（卵巣組織は申請者１人当たり１回） 
卵子 ３０万円 

卵巣組織 ７０万円 

胚（受精卵） ４０万円 

 ※ 上記の上限額には、凍結後１年間の保管費用を含む。 

 

別表２（第５関係） 

助成上限額及び助成対象期間（第２に掲げる治療等のうち第２号に関する助成） 

凍結組織 上限額 対象期間 

精子 

１年につき３万円 

（１月につき 2,500 円） 

初回の凍結保存期間が終了した日から、以下

のいずれか早い日まで 

（１）患者の年齢が 43 歳に達した日 

（２）妊娠のための治療について、次の区分

により定める助成上限回数に達した日 

ア 妻の年齢が 39 歳までに 1 回目の助成

を受けた場合 通算 6 回 

イ 妻の年齢が 40歳から 42歳までに 1回

目の助成を受けた場合 通算３回 

（３）患者の意思により組織等の凍結を終了

した日 

（４）凍結組織が無くなった日 

（５）患者が死亡した日 

卵子 

卵巣組織 

胚（受精卵） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表３（第５関係） 

助成上限額及び助成上限回数（第２に掲げる治療等のうち第３号、第４号又は第６号に関す

る助成） 

凍結組織 上限額（１回あたり） 上限回数 

精子 

別図のとおり 

申請者１人当たり６回（１子ごと。妊娠１２

週以降の死産は、出産したものとみなす。） 

ただし、患者（男性の場合はその配偶者）の

年齢が４０歳を超える場合は、３回。 

卵子 

卵巣組織 

胚（受精卵） 



卵子凍結及び卵巣組織凍結を行った後に、妊娠のための治療の一環として、夫の精子採取

に関し、精巣内精子生検採取法等を行う場合は、１回につき、３０万円を上限とする。 

 

別表４（第５関係） 

助成上限額及び助成上限回数（第２に掲げる治療等のうち第５号に関する助成） 

凍結組織 上限額 上限回数 

卵巣組織 

（再移植） 
６０万円 申請者１人当たり１回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第３ 別図 

 

助
成
上
限
額

胚
移
植

黄
体
期
補
充
療
法

C
（
以
前
に
凍
結
し
た
胚
を
解
凍
し
て
胚
移
植
を
実
施
）

1
0
万
円

助
成
上
限
額

胚
移
植

黄
体
期
補
充
療
法

薬
品
投
与

胚
移
植

黄
体
期
補
充
療
法

A
（
新
鮮
胚
移
植
を
実
施
）

2
5
万
円

B
（
凍
結
胚
移
植
を
実
施
）

2
5
万
円

C
（
以
前
に
凍
結
し
た
胚
を
解
凍
し
て
胚
移
植
を
実
施
）

1
0
万
円

E
（
体
調
不
良
等
に
よ
り
移
植
の
め
ど
が
立
た
ず
治
療
終
了
）

2
5
万
円

F
（
受
精
で
き
ず
、
ま
た
は
、
受
精
し
た
が
胚
が
発
育
せ
ず
）

2
5
万
円

助
成
上
限
額

薬
品
投
与
（
点
鼻
薬
）

薬
品
投
与
（
注
射
）

採
卵

胚
移
植

黄
体
期
補
充
療
法

薬
品
投
与

胚
移
植

黄
体
期
補
充
療
法

A
（
新
鮮
胚
移
植
を
実
施
）

4
0
万
円

B
（
凍
結
胚
移
植
を
実
施
）

4
0
万
円

C
（
以
前
に
凍
結
し
た
胚
を
解
凍
し
て
胚
移
植
を
実
施
）

1
0
万
円

D
（
人
工
授
精
を
実
施
）

1
.8
2
万
円

E
（
体
調
不
良
等
に
よ
り
移
植
の
め
ど
が
立
た
ず
治
療
終
了
）

3
0
万
円

F
（
受
精
で
き
ず
、
ま
た
は
、
受
精
し
た
が
胚
が
発
育
せ
ず
）

3
0
万
円

G
（
採
卵
し
た
が
卵
が
得
ら
れ
な
い
、
又
は
状
態
の
良
い
卵
が
得
ら
れ
な
い
た
め
中
止
）

2
0
万
円

H
（
卵
胞
が
発
育
し
な
い
、
又
は
排
卵
終
了
の
た
め
中
止
）

対
象
外

I（
排
卵
準
備
中
、
体
調
不
良
等
に
よ
り
治
療
中
止
）

対
象
外

助
成
上
限
額

薬
品
投
与
（
点
鼻
薬
）

薬
品
投
与
（
注
射
）

採
卵

胚
移
植

黄
体
期
補
充
療
法

薬
品
投
与

胚
移
植

黄
体
期
補
充
療
法

A
（
新
鮮
胚
移
植
を
実
施
）

4
0
万
円

B
（
凍
結
胚
移
植
を
実
施
）

4
0
万
円

C
（
以
前
に
凍
結
し
た
胚
を
解
凍
し
て
胚
移
植
を
実
施
）

1
0
万
円

D
（
人
工
授
精
を
実
施
）

1
.8
2
万
円

E
（
体
調
不
良
等
に
よ
り
移
植
の
め
ど
が
立
た
ず
治
療
終
了
）

3
0
万
円

F
（
受
精
で
き
ず
、
ま
た
は
、
受
精
し
た
が
胚
が
発
育
せ
ず
）

3
0
万
円

G
（
採
卵
し
た
が
卵
が
得
ら
れ
な
い
、
又
は
状
態
の
良
い
卵
が
得
ら
れ
な
い
た
め
中
止
）

2
0
万
円

H
（
卵
胞
が
発
育
し
な
い
、
又
は
排
卵
終
了
の
た
め
中
止
）

対
象
外

I（
排
卵
準
備
中
、
体
調
不
良
等
に
よ
り
治
療
中
止
）

対
象
外

凍
結
胚
移
植

妊
娠
の
確
認

胚
凍
結

凍
結
胚
移
植

胚
凍
結

精
子
凍
結

治
療
内
容

採
卵
ま
で

（
精
子
解
凍
）

受
精

新
鮮
胚
移
植

胚
凍
結

卵
巣
組
織
凍
結

治
療
内
容

採
卵
ま
で

採
精
（
夫
）

受
精

新
鮮
胚
移
植

妊
娠
の
確
認

東
京
都
若
年
が
ん
患
者
等
生
殖
機
能
温
存
治
療
費
助
成
事
業
　
妊
娠
の
た
め
の
治
療
　
助
成
対
象
・
助
成
上
限
額

治
療
内
容

（
胚
解
凍
）

薬
品
投
与

凍
結
胚
移
植

妊
娠
の
確
認

治
療
内
容

卵
子
解
凍

採
精
（
夫
）

受
精

新
鮮
胚
移
植

妊
娠
の
確
認

凍
結
胚
移
植

受
精
卵
凍
結

卵
子
凍
結


